
評価調査結果要約表
国名：ヴィエトナム 案件名：情報処理研修計画
分野：情報 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：鉱開部　鉱開協一課 協力金額（無償のみ）：

先方関係機関：ヴィエトナム国家大学
協力期間 （R/D）：1997.3.24～2002.3.23 我が方協力機関：経済産業省

他の関連協力：
・協力の背景と概要

ヴィエトナム政府はドイモイ政策の一環として、1993年8月に2000年までの情報工学分野整備計画を含む
「IT2000」を発表し、生産性向上、品質管理推進及び各種サービス向上が可能となる「情報社会」をめざすこと
を明らかにした。
この計画に基づき、ヴィエトナム政府は、1994年2月、我が国に対し、ヴィエトナム国家大学の一組織であ
るハノイ科学大学にヴィエトナム情報処理研修所（VITTI）を設立し、情報処理技術者の育成・質的向上を図る
ことにより、同国の産業、科学技術研究、サービス等の向上に資することを目的とするプロジェクト方式技術
協力を要請してきた。

・協力内容
（上位目標）
市場経済化を促進するためのIT専門家が養成される。

（プロジェクト目標）
ヴィエトナム情報処理研修所（VITTI）が、産業界のニーズに応じた情報処理関連の研修コース、セミナーを
持続的に開催・運営できるようになる。

（成果）
1） 情報処理技術研修の中枢機関として運営体制が確立される。
2） 必要な施設・機材が整備され維持される。
3） カウンターパートが研修コースの運営管理・評価を行うコース・プランナー及びインストラクターとし
て育成される。

4） 産業界のニーズに応じた研修コースが実施される。
5） セミナー及び広報を通じ、新技術がIT産業界に紹介される。

（投入）（評価時点）
日本側：
長期専門家派遣 10名 機材供与 146,808千円
短期専門家派遣 14名 ローカルコスト負担 45,709千円
研修員受入れ 17名 （含、中堅技術者養成事業費、技術交換費）
相手国側：
技術カウンターパート配置 22名 機材購入 1,888,509千VND
土地・施設提供 ローカルコスト負担 8,343,712千VND

（担当分野：氏名　　職位）
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2000年10月7日～2001年10月24日 評価種類：終了時評価
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1. 評価の目的
これまでに実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運営状況、カウンター
パートへの技術移転状況等について評価を行う。また、今後の方針や教訓及び提言についても検討することとし、
今後の協力のあり方や実施方法の改善に利用する。

2. 評価結果の要約
（1）実施の効率性

計画・実行された投入の規模は適切であった。プロジェクト実施において専門家リクルートの都合により派
遣が遅れるなどいくつかの障害はあったが、VITTI側と日本人専門家の努力により、その影響は軽微なものにと
どまった。投入は効率的に成果に転換された。

（2）目標達成度
「VITTIが、産業界のニーズに基づいた研修コース／セミナーを、持続的に企画・運営することができる」と
いうプロジェクト目標はほぼ達成された。マスタープランに明記された5項目についてもほぼ達成された。

（3）効果
プロジェクト実施を通じて、VITTIのIT研修期間としての認知度は高まった。
VITTIは、「ITインストラクターのための特別研修プログラム」を実施することで、ヴィエトナム国内における
デジタル・デバイドの解消に貢献、特に、ITの重要性を各地域に普及することに貢献した。

（4）計画の妥当性
「市場経済促進のため、IT技術者が育成される。」という上位目標は、「IT2000」や「IT2000」のIT政策、及び2001
～2005年の「国家行政管理事務のコンピューター化に関するプロジェクト」等の国家政策と整合するものである。
本プロジェクトの上位目標はまた、ヴィエトナム社会のIT化推進に従って、高いスキルをもったIT技術者に
対するニーズが高まるという現状に整合するものである。

（5）自立発展性
VITTIは、研修コースの実施を通して、政府機関・研究機関・企業との強い関係を築いてきた。外部機関との
このような連携は、研修プログラムの内容のレベルアップ、新しいコースの開発など今後のVITTIの活動の強化
に役立つものと考えられる。
VITTIは、組織面、財政面、技術面から見て、自立発展するために必要な能力を身につけたといえる。

3. 効果発現に貢献した要因
（1）我が方に起因する要因

IT分野について高い見識と豊富な経験を有する大学関係者に国内委員会の委員として参加いただき、専門家
派遣や研修員受入れに柔軟に対応可能な体制を採用した。

（2）相手方に起因する要因
IT分野について高い見識と豊富な経験を有する現地の大学関係者に活動の一翼を担っていただける実施体制
を採用した。

4. 問題点及び問題を惹起した要因
（1）我が方に起因する要因

不十分なプロジェクト実施環境の事前調査
（2）相手方に起因する要因

不十分な通信インフラと高い通信コスト

5. 教訓（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）
（1）プロジェクト設計段階での集中的な調査や柔軟な設計が必要、（2）専門性の高い分野にも対応可能な大学人
材の活用が有効、（3）外部組織へのサービスとしてプロジェクト成果を提供していくような活動を組み込むことが
有効、（4）技術革新が急速に進む分野におけるプロジェクトでは協力期間を短くすることも必要

6. 提言（評価対象案件へのフィードバック（延長、フォローアップ協力の必要性等））
（1）研修実施期間としての活動内容の再検討やニーズ把握の一環として、現地コンサルタントによる調査結果を
活用すべき、（2）実践による新規コース開発体制の確立が必要、（3）電子政府化推進のため積極的な貢献によりさ
らに知名度を高めていくべき、（4）高度な知見を有する大学（VNUH）内の人材を有効に活用すべき、（5）設備・機
材の維持的な管理体制が必要、（6）VITTIの業務全般でITを積極的に活用すべき、（7）効果的な事務運営管理体制
を確立すべき


